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高根沢町学校ＩＣＴネットワーク整備業務 指名型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 業務等の目的 

 文部科学省が新たに掲げる「ＧＩＧＡスクール構想」で示された、『児童生徒が１人１台の情

報端末を使用する学習環境』において、ＩＣＴ機器及び設備を最大限に活用できるネットワー

ク環境を実現するため、高根沢町の小中学校において学校ＩＣＴネットワークを整備構築する

業務を委託する。 

 ネットワークの構築に当たっては、ＩＣＴに関する専門的知識、高い技術力、豊富な経験のほ

か、総合的かつ高度なシステムインテグレーション能力が求められることから、本業務に最も

適した事業者を見極めるため、指名型プロポーザルを実施するものである。 

 

２ 業務概要 

（１） 業務名称   

高根沢町学校ＩＣＴネットワーク整備業務   

 

（２）業務場所（利用場所）  

高根沢町立小中学校 ８校 

・阿久津小学校   高根沢町大字宝積寺 1178 

・中央小学校    高根沢町大字石末 2247-1 

・東小学校     高根沢町大字太田 752 

・上高根沢小学校  高根沢町大字上高根沢 2080 

・北小学校     高根沢町大字飯室 876 

・西小学校     高根沢町光陽台 3-2-3 

・阿久津中学校   高根沢町大字中阿久津 1470 

・北高根沢中学校  高根沢町大字太田 753 

 

（３）業務内容 

①ネットワーク構築に必要な現地調査 

②ネットワーク構築に必要な物理設計、論理設計 

③既存ネットワークからの切り替え計画設計、実装 

④ネットワーク構築に必要な通信機器、部材等の調達 

⑤ネットワーク構築に必要な配線等の工事 

⑥ネットワーク構築に必要な通信機器等の設置、通線テスト 

⑦ネットワーク構築に必要な通信機器等の設定 

⑧ネットワーク切替時における各種調整と通信確認 

⑨構築したネットワークの運用に必要な各種文書の作成 

⑩構築したネットワークの運用保守業務の提案 

 

（４）構築要件及び基本仕様  

   別紙「高根沢町学校ＩＣＴネットワーク整備業務基本仕様書」のとおり 

 

（５）委託期間 

   契約締結日の翌日から令和３年３月５日まで 
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（６）委託料の上限額 

   150,000,000 円（税込） 

 

３ プロポーザル方式の種別 

指名型プロポーザル方式 

 

４ 参加形態 

本業務中に工事を含むこと、併せて、高度なシステムインテグレーション能力が求めら

れること等の特殊事情に鑑み、参加事業者は高根沢町入札参加登録事業者の中から協力事

業者を指定して業務の一部を委託することができるものとする。この場合において、参加

事業者は、提案企画書の「実施体制」の項目に、協力事業者について記載すること。 

 

５ 選定スケジュール 

項 目 期 日 

指名業者への通知 令和２年５月 18日（月） 

プロポーザル実施要領等に対する 

質問書の受付期限 
令和２年５月 25日（月）午後４時まで 

現地調査が可能な期間 

（希望日の１週間前までに申込） 

令和２年５月 26日（火）から 

令和２年５月 29日（金）まで 

プロポーザル実施要領等に対する 

質問書の回答期日 
令和２年６月１日（月） 

参加承諾・辞退届提出期限 令和２年６月２日（火）午後４時まで 

企画提案書等提出期限 令和２年６月９日（火）午後４時まで 

企画提案内容に対する質問書の送付 

（審査委員会から提案者へ） 
令和２年６月 12日（金）午後４時まで 

企画提案内容に対する質問の 

回答期限（提案者から審査委員会へ） 
令和２年６月 15日（月）午後４時まで 

企画提案審査 令和２年６月 16日（火） 

結果通知 令和２年６月下旬 

契約書の締結 令和２年７月中旬 

 

６ 担当課 

（１）事業担当課 

   高根沢町教育委員会事務局学校教育課 

   担当：小林 

   住所：〒３２９－１２２５ 栃木県塩谷郡高根沢町大字石末１８２５番地 

   電話：０２８－６７５－１０３７  ＦＡＸ：０２８－６７５－６８２０ 

   E-mail：gakkyou@town.takanezawa.tochigi.jp 

 

（２）プロポーザル審査委員会事務局・契約担当課 

   高根沢町総務課 

   住所：〒３２９－１２９２ 栃木県塩谷郡高根沢町大字石末２０５３番地 

   電話：０２８－６７５－８１０１  ＦＡＸ：０２８－６７５－２４０９ 

   E-mail：kanzai@town.takanezawa.tochigi.jp 
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７ 選定の手順・手続 

（１）参加承諾・辞退届 

  町は、高根沢町物品納入等業者選考委員会において指名された事業者に、指名について

通知する。通知を受けた事業者は、「（様式１）参加承諾・辞退届」を次のとおり提出する

こと。 

① 提出期限：令和２年６月２日（火） 午後４時まで 

② 提出方法：持参又は郵送に限る。郵送の場合でも上記提出期限までに６（１）の事

業担当課に到着するものとし、簡易書留又は一般書留での郵送に限る。 

 

（２）質問及び回答 

  本プロポーザルに関して質問がある場合は、次のとおり「（様式２）質問書」を、６（１）

の事業担当課へ提出すること。 

① 提出期限：令和２年５月２５日（月） 午後４時まで 

② 提出方法：電子メールで提出。メール件名は「【会社名】高根沢町学校ＩＣＴネット 

ワーク整備業務質問書」とし、送信後に電話で着信確認すること。 

③ 回答方法：すべての指名事業者に対して、電子メールで回答する。 

④ 回答期日：令和２年６月１日（月） 

⑤ その他：質問の回答は、本要領及び基本仕様書の一部として取り扱う。 

 

（３）現地調査 

① 調査可能期間：令和２年５月２６日（火）から令和２年５月２９日（金）まで 

② 申込方法：現地調査を希望する者は、希望日の１週間前までに、６（１）の事業担

当課に連絡して許可を得ること。現地調査を実施する際は、学校運営に支障のない   

よう訪問時間や内容について考慮すること。 

③ 現地調査に参加する者の人数は、１事業者当たり３名までとすること。 

④ 現地調査における質疑等については回答しない。 

 

（４）企画提案書等の提出   

   本プロポーザルへの参加を承諾した事業者は、次のとおり提出書類を６（１）の事業  

担当課へ提出すること。  

① 提出書類 

（ア）企画提案書：正本１部・写し 17部・ＰＤＦデータ 

（イ）（様式３）機器機能確認表：正本１部・写し 17部・EXCEL データ 

（ウ）見積書及び見積内訳書：正本１部・写し 17部・ＰＤＦデータ  

  ② 提出期限：令和２年６月９日（火）午後４時まで 

  ③ 提出方法：持参に限る。電子データは、ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒで提出すること。 

  ④ 留意事項 

（ア）提出書類の内容について、後日本町から疑義照会等を行うことがある。  

（イ）提出書類の提出後の差替え、追加、変更、削除等は認めない。 

（ウ）提出書類は、高根沢町情報公開及び個人情報保護に関する条例（平成 10 年高

根沢町条例第１号）に基づく開示請求の対象となる。ただし、事業を営むうえ

で競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報

は非開示となる場合がある。 

（エ）業務提案書等の著作権は、当該業務提案書等を作成した者に帰属する。 
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（５）企画提案内容に対する質疑応答 

   企画提案内容に対し、プロポーザル審査委員会から質問がある場合は、令和２年６月

１２日（金）午後４時までに、当該企画提案書の提出事業者に対し、電子メールにて質

問書を送付する。 

   質問を受けた事業者は、令和２年６月１５日（月）午後４時までに、６（２）のプロ

ポーザル審査委員会事務局あて電子メールにて回答すること。その際、送信後に電話で着

信確認をすること。 

   質問が無い事業者に対しても、質問が無い旨を通知するものとする。 

なお、質問書に対する回答は、プロポーザル審査委員会が企画提案内容を理解するため

の補足資料として取り扱うものとする。また、質問書を送付したにもかかわらず期限まで

に回答が無かった場合、企画提案内容の解釈はプロポーザル審査委員会にゆだねられるも

のとする。 

  

８ 企画提案書等の作成要領 

（１）企画提案書の構成 

  企画提案書（様式任意）には次の表の項目について項目順に記載すること。 

項番 項目 記載内容 

１ 概要、コンセ

プト 

本町の現状及び整備計画を踏まえ、パソコン端末１人１台環境に

おけるネットワーク整備方針・提案コンセプトを記載すること。 

２ 実施体制 提案事業者、下請け、再委託先業者及び協力事業者等の概要（代

表者、従業員数、事業所・営業所所在地等）、連絡体制、本事業

に必要な保有資格を記載し、正本のみ、資格を証する書類の写し

を付けること。 

３ 工程 事業全体のスケジュールを記載すること。 

構築業務における事業者と本町の役割分担を明示すること。 

４ 設計 本町の整備計画や、提案コンセプトを踏まえ、パソコン端末１人

１台環境における効果的活用に十分配慮した上で、設計の考え方

について記載すること。 

５ 選定機器 本町の整備計画や、提案コンセプトを踏まえ、パソコン端末１人

１台環境における効果的活用に十分配慮した上で、選定した機器

と選定理由を記載すること。 

６ 施工 児童生徒や校舎等への影響を踏まえた上で、施工方法や施工管理

の特徴を記載すること。 

７ 設定 円滑な導入や移行に配慮した上で、設定方法や品質管理の特徴を

記載すること。 

８ ネットワーク

切替 

円滑な導入や移行に配慮した上で、ネットワーク切替に対する基

本方針を記載すること。 

９ 追加提案 仕様書にない提案を記載すること。 

10 ＩＣＴ活用支

援、サポート 

今後、ＩＣＴ設備を最大限活用していく上で実施可能な支援、サ

ポート内容を記載すること。 
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維持管理、運

用保守の提案 

構築したネットワークの維持管理・運用保守に関する提案を記載

すること。併せて提案に係る概算費用を記載すること。 
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（２）企画提案書の規格 

① Ａ４判、横書きで、表紙目次等を含め５０ページを限度とすること。印刷は両面印

刷とし、表紙及び目次を除きページの下部にページ番号を付すこと。 

② 企画提案書は、長辺２か所止め又はフラットファイルに綴じてまとめること。 

③ 表紙に会社名・代表者を記入し、正本のみ、表紙に押印すること。 

④ 記載内容は、できる限り専門用語を使用せず平易で分かりやすい言葉を用い、必要

に応じて用語解説を付すること。 

⑤ 使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第５１号）に定めるもの、通

貨単位は円、時刻は日本標準時とすること。 

⑥ 企画提案書に記載した内容は、企画提案書の構成 10項目及び 11項目以外は見積金

額の範囲内で実施可能なものとすること。 

 

 

９ 機器機能確認表の作成要領 

「（様式３）機器機能確認表」について、対応する記号を次のとおり「対応区分」欄に

記載して提出すること。 

（１） 基本仕様の要件については、対応している場合には「〇」の記号を記載し、対

応していない場合には「×」の記号を記載する。 

（２） 基本仕様以外の要件については、対応している場合には「〇」の記号を記載

し、対応していない場合には記載せず空欄とする。 

 

 

１０ 見積書及び見積内訳書の作成要領 

見積書は次の（１）・（２）の合計額、見積内訳書は（１）・（２）のそれぞれの区分ごと

に費用を算出して提出すること。なお、消費税及び地方消費税額は含まない見積金額とす

ること。 

（１）ネットワーク機器及びネットワーク構築費用 

①現地調査、ネットワーク設計費用 

②ネットワーク配線費用 

③ネットワーク機器、ソフトウェア費用  

④ネットワーク導入設計、構築費用 

⑤サーバ機器、ソフトウェア費用 

  ⑥サーバ設計、構築費用 

（２） 電源キャビネット設置費用 

① 充電保管庫、設置費用 

 

 

１１ 審査の実施等 

（１）審査の実施 

プロポーザルの審査は、高根沢町プロポーザル実施要綱第７条に基づき、プロポーザ  

ル審査委員会において決定した審査方法、審査基準等により、プロポーザル審査委員  

会が実施する。 
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（２）審査結果通知 

審査結果は、審査結果通知書により郵送で通知する。 

 

 

１２ 契約の締結 

契約候補者として選定された事業者と契約に向けた交渉を行い仕様書の調整を行う。

確定した仕様書に基づき、改めて見積書の提出を受け、仮契約を締結し、議会の議決を経

て本契約とする。 

なお、契約候補者との契約協議において、双方が合意に至らなかった場合には、契約候

補次点者との協議を行う。 

 

 

 

１３ 失格 

次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

（１）提出期限を過ぎて企画提案書が提出された場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）審査の公平性を害する行為があった場合 

（４）契約までの間に、次のいずれかに該当することとなった場合 

 ①地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167 条の４第１項の規定に該当する者 

②会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成 11年法律第 255 号）に基づく民事再生手続開始の申立てがな

されている者 

③ 高根沢町競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成 21年高根沢町告示第 197 号）に

基づく指名停止中の者 

 

 

１４ その他 

（１）本プロポーザルの参加に要する経費はすべて参加者の負担とする。 

（２）天災その他やむを得ない理由により、本プロポーザルを実施することができないと認  

められるときは、本プロポーザルを延期もしくは中止又は審査方法を変更することが

ある。 

（３）参加承諾後、参加を辞退する場合は、速やかに辞退について届け出ること（様式任

意）。 

 

 

 


